
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title

産業クラスター計画のモニタリング((ホットイシュー)

地方公設試験場, 公立大学の法人化と地域イノベーシ

ョン政策 (2), 第20回年次学術大会講演要旨集I)

Author(s) 勝本, 光久; 吉村, 哲哉

Citation 年次学術大会講演要旨集, 20: 108-111

Issue Date 2005-10-22

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/6023

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般論文



lCll 産業クラスタ 一計画のモニタリンバ、 

勝木元久 ( 経 産省 ) , 0 吉村哲哉 ( 三菱総研 ) 
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(3) 海外事例 

ドイツの「 イノンギオ 」については、 ドイツ経済研究所を 中心としたチームが 毎年度モニタリンバ 

を行っており、 1 年目にはネットワーク 参加者の属性把握、 2 年目にはクラスター 構想が産学官連携 

プロジェクトにどの 程度寄与したか 等について分析している。 産業クラスター 構想による付加可能性 

(Additionality) については「この 構想がなければどうだったか」と 参加者にインタビューしている。 

2002-2003 年頃 、 欧州ではタラスター 構想のモニタリンバを 巡って各地で ヮ一 タショップが 盛んで 

あ った。 その中でも、 産業タラスター 構想の評価はマネジメントの 改善を目的とすべきであ り、 「結果 

志向」の評価から「プロセス 志向」の評価にシフトすべきであ ると主張されている。 

2. 実施方法 

今回、 モニタリンバ 調査では経済産業省本省と 各地方経済産業局により、 全国で共通の 方法をとっ 

た。 但し、 アンケート実施方法・ 設問項目など 一部に違いがあ る。 ( 表 Ⅱ 

表 1  モニタリンバ 実施方法 

調査等の種別 具体的内容 

①参画企業アン 時期 : 2004  年 12  月～ 2005  年 1  月 

ケート 対象 : 参画企業 6,241 社 ( 回収 2,395 社 ( 回収率 38.4%  )) 
方法 : 紙のアンケートと WEB アンケートの 併用 
各プロジェクト 共通項目とオプション 項目による構成 

内容 : 期待度、 支援サービスの 役立ち度合い、 新事業件数 等 

②企業業績デ ー 資料 : 帝国データバンクの 企業データベース 

タベースの分 内容 : 参画企業の売上高、 従業者数、 税引 後 利益の 4 期分の推移 ( 参画企業の 
析 約 8 割を把握 ) 

集計 : アンケート結果とのマッチンバ、 全国平均との 比較 等 
③プロジェクト 時期 : 2004  年 12  月～ 2005 年 1  月 

に 参画してい 対象 : 回収べ ー スで 226 人 
る 大学研究者 方法 : 電子メール 
等 アンケート 内容 : 期待度、 企業との連携進展度合い 等 

④地方経済産業 時期 : 2005 年 1 月 
局へのデータ 対象 : 各地方経済産業局 

照会 内容 : 期待度、 企業との連携進展度合い 等 

⑤本省資料分析 内容 : 参画企業数、 連携機関数、 局職員の関与、 金融機関との 連携状況 等 
注 : 参画企業の売上高、 税引 後 利益、 従業者数については、 ②企業業績データベースにより 把握している。 
出典 : 三菱総合研究所作成 

3. モニタリンバ 実施結果概要 

( 1 ) プロジェクトへの 投入予算 

産業クラスタ 一計画の事業スキーム 上 、 各プロ ジエ タ ト に実際に投入された 予算を把握 し ｜ く 力 

っ たが、 集計結果は 2001 年度 266 億円、 2002 年 

度 218 億円、 2003 年度 195 億円であ る。 ( 表 2) 
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(2) ネ、 ヅ トワーク形成状況 

全国 19 プロジェクトの 合計で、 プロジェク 

ト 参画企業は 7,343 社 ( うち中堅・中小企業 

5,800 社 ) 、 プロジェクト 推進に当たっての 連携 

機関は 1,448 機関となった。 ( 表 2, 表 3) 

プロジェクトの 連携支援活動実績は、 企業訪問 

数 ( 延べ ) 4,839 件などであ る。 ( 表 4) 

表 4 各プロジェクトの 連携支援活動実績 
2001 年度 2002 年度 2003 年度 

企業訪問 数 ( 延べ ) 41 Ⅰ 94 4,524 4.839 

研究者等 訪 間数 ( 延べ ) Ⅰ 538 Ⅰ 964 Ⅰ 788 

セミナ一等開催件数 245 273 3 Ⅰ l 

交流会等開催件数 93 395 5 Ⅰ 2 

マッチンバセッション 開催件数 54 l Ⅰ 4 ⅠⅠ 2 

参画企業が何を 期待して参画しているのについてみると、 最も多 い のは、 新事業にっながる 情報・ 

アイデアの収集であ る。 詳細にみると、 プロジェクトの 分野別に違いがあ り、 例えば、 ものづくり系 

では異業種企業との ネ、 ッ トワータ形成、 I T 系では同業種企業との ネ、 ッ トワーク形成を 志向している。 

( 図 2  ) 

図 2  参画企業によるプロジェクトへの 期待 ( アンケート結果 ) 
ものづくり系プロジェクト   丁系 プロジェクト 
            

  
(%)       (%) 

0 ・ 0 20.0 40.0 60.0     0.0 20.0 40.0 600 80.0 
  

56.1   
  

同業種企業とのネットワーク づくり   

づくり 

新規顧客の開拓     36.6       
施策情報の収集、 補助金の   

活用 新規 顧 """" ロ， 。   。   
  

技術面での相談 口 22.]       

    本 プロジェクトの 対象分野に 。 コ "   。   

  

  

    施策情報の収集，補助金の 

技術面での相談こコ 柊 ・ 0     

その他山・ 7 その他 0@ 

不明山・ 6 不明日 l.l   
          

(3) プロジェクト 参画による効果 

各プロジェクトにおいて 提供している 支援サービスについては、 技術開発制度の 申請支援・採択、 

専門化によるアドバイス・コンサルティンバなどが 上位にあ る。 

参加する前と 比べた 本 プロジェクトの 効果については、 ①情報人手環境・ 交流環境については 大い 

に 進展・②研究開発への 取り組み・技術の 確保は一定の 効果あ り、 ③商社・金融機関との 連携、 資金・ 
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人材の確保についてはまだこれか 

ら、 という状態にあ る。 ( 図 3 ) 

図 3 参画する前と 比べた 本 プロジェクトの 効果 (N=2.395) 
( 「大いにそ う 思う十まあ そう思 う十 少しそう思う」の 計 )     

  

なお、 従業者規模別にみると、 

従業員 50 人未満の中小企業にお 

いて商社や金融機関との 交流が進 

んだという回答が 顕著に多く、 中 

小の意欲的な 企業への貢献が 大き 

かったことがわかる。 ( 表 5) 

また、 プロジェクト 参加企業の 

業績の推移をみると、 全国平均と 

比べて顕著に 業績が良いことが 判 

明した。 

00 200 400 600 800       
応射 甘報 を得やすくなった @     727 

業界動向がわかるようになった @         586 

" 学 。 研究機関 "" 交流機会。 ' 苦 " 。   51  2 

 
 

金
史
 

必
 
 
 

ま
案
 

"
 
 
 

 
 

表 5 参画する前と 比べた 本 プロジェクトの 効果 (N 二 2.395) 
( 「大いにそう 思う十まあ そう思う十少しそう 思う」の計 ) 従業者規模 朋 

く た っ 

    
  

  

なお、 産業クラスタ 一計画において、 こうした効果を 発現させる第一歩となるのは、 地道な活動で 

はあ るが、 「情報提供」のようであ る。 アンケート結果によると、 「情報提供サービス」「企業間・ 大学 

と 企業間の交流の 場づくり」が 高く評価されているプロジェクトほど「プロジェクトに 関わるメリッ 

トを感じている」企業が 多い。 

[ 参考文献 ] 三菱総合研究所 ( 経済産業省委託 ) 「産業クラスタ 一計画モニタリンバ 調査報告書」 2005 年 
3 月 ( 経済産業省 WEB サイトでダウンロ - ド 可 ) 
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